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平成26年度から消費税増収分等を財源とする「地域医療介護総合確保基金」を各都道府県に設置（負担割合：国2/3、県1/3）。平成37年（2025年）に「団塊
の世代」が全て75歳以上となる超高齢社会を見据え、県民一人一人が医療や介護が必要となっても、できるだけ住み慣れた地域で安心して生活を続けること
ができるよう、「第七次福島県医療計画」及び「第七次福島県介護保険事業支援計画」及び「福島県地域医療構想」に掲げた施策のうち、「効率的で質の高
い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」に向けた事業を実施するもの。

地域医療介護総合確保基金事業
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本県の医療・介護の現状と取組の方向性

 2025年には、いわゆる団塊の世代がすべて後期高齢者（75歳以上）となる超高齢社会へ

～県民の3人に1人は65歳以上、5人に１人は75歳以上～

→ 医療や介護を要する高齢者の増加

 原子力災害による医療・介護人材不足の一層深刻化に加え、施設の復旧・再開が必要な状況に

→ 2025年度に必要とされる介護職員数に対して確保できる見込み数の割合

（充足率）は、福島県がワースト1となった

→ 厚生労働省が平成31年2月に公表した暫定的な医師偏在指標において当県

は全国ワースト4位の「医師少数県」となった

 在宅での医療介護需要の増加が見込まれる中、在宅医療提供体制が十分確保されていない状況

 医療・介護人材の確保を進め、避難地域を中心とする医療介護施設の再開や整備につなげる

 超高齢社会を見据え、限られた医療介護資源を効率的・効果的に提供するために、県内全域で病

床の機能分化・連携や、在宅医療の推進、医療と介護の連携を段階的に進めていく

 医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される「地域包括

ケアシステム」を各地域の特性に応じて深化、推進していく
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【介護分】
事業数：29（44）事業
実績額： 480,363（1,106,896）千円
〇区分３ 介護施設等の整備
・事業数：1（6）事業
・実績額：249,039（814,576）千円

〇区分５ 介護従事者の確保
・事業数：28（38）事業
・実績額：231,324（292,320）千円

平成30年度福島県計画に関する事後評価（案）の概要

【医療分】
事業数：31（56）事業
実績額： 823,202（1,102,337）千円
〇区分１地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備
・事業数：4（5）事業
・実績額：56,480（216,231）千円
〇区分２居宅等における医療の提供
・事業数：8（14）事業
・実績額：222,896（236,937）千円
〇区分４医療従事者の確保
・事業数：19（37）事業
・実績額：543,826（649,169）千円

１ 30年度事業実績について ※（ ）書きは過年度分含む

２ 区分ごとの評価割合について

4

事業数 割合（％） 事業数 割合（％） 事業数 割合（％）

区分１ 4 0 0% 1 25% 3 75%

区分２ 8 4 50% 3 38% 1 12%

区分３ 1 0 0% 1 100% 0 0%

区分４ 19 13 68% 4 21% 2 11%

区分５ 28 21 75% 2 7% 5 18%

合計 60 38 64% 11 18% 11 18%

A（概ね80％以上） B（概ね50以上80％未満） C（概ね50％未満）
全事業数区分



（１）県計画のポイント

本県の重点課題である「医療・介護人材の確保」に関する事業を優先的に位置づけ、次に各市町村や県があらかじめ介護保
険事業計画等に位置付けている「介護施設等の整備」に関する事業を、さらに2025年の超高齢社会を見据え、病床の機能分
化・連携、在宅医療の推進につながる事業を盛り込んだ。

医療介護総合確保推進法に基づく福島県計画（平成３１年度）（案）

（２）事業費計画額 ※（ ）書きは過年度分含む

・医療分・介護分ともに国ヒアリングが終了し、国の内示待ちとなっている。
・財源となる３分の２の国庫負担金は、各都道府県からの交付申請に基づき国が交付額を決定しているが、県の要求額どおりとおらなかった場
合、現在の県計画案を修正する可能性がある。

（３）事業実施期間及び主な事業
平成31年4月1日～令和2年3月31日（事業により事業開始月日、終了月日が異なる。）

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の
施設又は設備の整備

・病床の機能分化・連携を推進するための
基盤整備支援事業

・ICTを活用した地域医療ネットワーク基盤
の整備支援事業

②居宅等における医療の提供
・在宅医療基盤整備事業
・在宅医療推進事業

④医療従事者の確保
・臨床研修病院合同ガイダンス事業

・看護職再就業支援研修会

③介護施設等の整備
・小規模介護施設等整備

⑤介護従事者の確保
・多様な人材層（若者、女性、高齢者）に応じたマッチング支援事業
・介護未経験者に対する研修支援事業

《区分ごとの主な事業》

１ 医療分 ２ 介護分

【介護分】
事業数： ３２（４０）事業
計画額：１，００５，３４４（１，７４０，５８５）千円
〇区分３ 介護施設等の整備
・事業数：３（１）事業
・計画額：659,900千円（1,305,264）千円

〇区分５ 介護従事者の確保
・事業数：２９（３９）事業
・計画額：345,444（435,321）千円

【医療分】
事業数：４１（６０）事業
計画額：２，６７８，９３１（２，８７７，９６４）千円

〇区分１地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備
・事業数：５（５）事業

・計画額：1,229,856（1,229,856）千円
〇区分２居宅等における医療の提供
・事業数：５（１４）事業
・計画額：362,494（447,956）千円

〇区分４医療従事者の確保
・事業数３１（４１）事業
・計画額：1,086,581（1,200,152）千円
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